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９ 精 監 査 第 ６ 号 

                           平成２９年８月１７日 

 

 精華町長  木村 要 様 

 

                  精華町監査委員 船 戸   明 

 

                     同    森 田 喜 久 

 

平成２８年度精華町一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

並びに基金運用状況審査意見について 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により審査に付された

平成２８年度精華町一般会計及び各特別会計（地方公営企業法の適用を受ける事業

の特別会計を除く。）歳入歳出決算並びに基金運用状況について審査したので、次

のとおり意見を提出します。 

 

第１ 審査の期間 

平成２９年６月２３日から８月１７日まで 

 

第２ 審査の対象 

１ 一般会計及び特別会計決算 

 平成２８年度精華町一般会計歳入歳出決算 

平成２８年度精華町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度精華町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度精華町介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度精華町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

 

  上記各会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する

調書及び財産に関する調書 

 

 ２ 基金運用状況 

   用品調達基金運用状況調書   
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第３ 審査の手続 

 町長から提出された平成２８年度一般会計及び４事業特別会計決算書類並びに

基金運用状況調書について、抽出的に関係帳簿と照合するとともに、形式の審査

及び計数の確認を行った。また、予算に定める目的に従って事業や事務が最も効

果的、経済的かつ合法的に執行されているか、及び財政の運営は適切であるかに

ついて、関係職員に説明を求め、審査を行った。 

 

第４ 審査の結果 

１ 審査に付された各決算書や関係諸表は、法令に従い、一般会計及び特別会計

並びに基金の状況を適正に表示しているものと認める。 

２ 予算の執行、事業の執行、経理事務及び財産の管理など財務に関する事務の

執行は、法令に従い、おおむね適正に処理されているものと認める。 

 

第５ 概況分析 

  平成28年度一般会計決算の収支状況を前年度と比較すると、以下のとおりであ

る。                   

（単位：千円） 

 平成27年度 平成28年度 

歳 入 15,090,198 13,201,992 

歳 出 14,956,125 13,035,394 

歳 入 歳 出 差 引 額 134,073 166,598 

翌 年 度 繰 越 財 源 75,539 115,749 

実 質 収 支 58,534 50,849 

単 年 度 収 支 6,321 △7,686 

積 立 金 342,882 592 

繰 上 償 還 3,600 － 

財政調整基金取崩額 － 246,895 

実 質 単 年 度 収 支 352,803 △253,988 

  

 前年度と比べると、歳入総額は 1,888,206千円（ 12.5%）、歳出総額は

1,920,731千円（12.8%）減少している。これは主に、消防庁舎建替事業及び精華

中学校校舎改築等事業の完了に伴うものである。 

  前年度までの収支累計額を含んだ実質収支は50,849千円の黒字となっているも

のの、当年度実質収支から前年度実質収支を差し引いた単年度収支は7,686千円
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の赤字となっている。また財政調整基金について、592千円の積み立てを行う一

方、246,895千円を取り崩したため、実質単年度収支は253,988千円の赤字となり、

厳しい財政運営となった。 

  歳入のうち、町税は前年度の5,388,287千円から234,544千円（4.4%）増加し

5,622,831千円となった。個人所得割の増加（97,598千円）、固定資産税（家

屋）の増加（51,467千円）及び固定資産税（償却資産）の増加（55,094千円）が

主な要因である。一方で、町税増加と連動する形で普通交付税は360,961千円

（19.4%）減少して1,501,213千円となった。また、消防庁舎建替事業及び精華中

学校校舎改築等事業の完了に伴い国庫支出金も578,528千円（30.6%）減少して

1,309,229千円となっている。さらに、学校教育施設等整備事業債を中心に町債

も1,215,930千円（49.2%）減少の1,253,700千円となった。なお、町税全体での

徴収率は前年度の98.3%から98.5%に上昇し、現年課税分でも前年度の99.5%から

99.6%に向上している。 

  また歳出であるが、精華中学校校舎改築等事業を中心に教育費が1,260,915千

円（49.2%）減少したこと、消防庁舎建替事業を中心に消防費が445,983千円

（37.9%）減少したこと及び財政調整基金の積立額が342,290千円（99.8%）減少

したことが主な減少要因である。その一方で、社会福祉費を含む民生費が

233,658千円（5.2%）増加し、新クリーンセンター建設負担金（713,470千円）な

ど衛生費が154,837千円（11.8%）増加している。 

  こうした状況のもと、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は次のように推移

している（①：経常収支比率、②：臨時財政対策債等を除いた場合）。 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

① 90.1 88.8 93.6 92.0 98.1 

② 98.8 97.7 102.5 99.3 103.7 

  

 一方で、平成24年度と平成28年度を比較すると、地方債残高比率は192.2%から

193.3%と微増ながら、実質債務残高比率は260.5%から230.6%へと改善している。

町債残高は前年度に増加したものの、平成28年度は40,429千円（0.3%）減少の

15,473,440千円となっている。今後、償還が増加していくと考えられ、引き続き

適切な水準にとどめるような努力が望ましい。 

  基金（普通会計ベース）は、全体で見ると、786,663千円の取り崩しを行った

一方で、積み立ては115,942千円にとどまっており、5月31日を基準とした年度末

残高は、前年度から670,721千円（20.3％）減少して2,639,882千円となっている。

また、財政調整基金も同様に、前年度から216,768千円（18.9%）減少して
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932,716千円となっている。町全体として、各種設備の老朽化が進んでおり、平

成28年3月に策定された公共施設等総合管理計画に基づき、個別の長寿命化計画

や整備計画が立案されている途上である。新たに公共施設等総合管理基金が

50,000千円積み立てられたところであるが、今後の事業実施にあたっては、町債

や基金の推移に留意しつつ、優先順位を過たないよう、効率的に行っていくこと

が求められる。 

 

第６ 補足意見 

１ 債権管理について 

  滞納債権の発生防止や、実際の滞納債権に対する督促・回収・不納欠損処理

については、平成27年度定期監査においても取り上げられ、以来、取り組みが

実施されているところである。しかしながら、債権の法的性質についての理解

や不納欠損処理に不十分な点も見受けられる。 

組織機構整備により、平成29年4月1日から財政課管理係が組織されているが、

債権管理への理解強化や不納欠損のルールの啓蒙を進めるとともに、各課に

おける徴収強化と処理の迅速化を図っていく必要がある。 

 

２ 固定資産について 

  固定資産台帳整備と発生主義・複式簿記の導入を行う地方公会計制度につい

て、ここ数年、全庁を挙げて取り組み、台帳の整備は完了している。また、平

成28年10月からは複式簿記を日々仕訳にて行う運用も開始されている。 

  自治体が保有する資産のうち、質的・量的にも重要な固定資産については、

その取得から現状把握及び廃棄にいたるまで、一貫した管理が必要である。現

状でも様々な資産について老朽化が進んでいるが、長寿命化計画などの個別計

画を立案するにしろ、まずは資産の現状把握を適切に行っていることが前提と

なる。１）資産を適切に把握・管理する、２）資産計上か修繕かの見極めを適

切に行う、３）そうした流れを日々仕訳に反映する、といった一連の流れがあ

って初めて、財政状態まで連動した形での分析と実行が可能となるのであり、

引き続き全庁的な意識向上を図っていく必要がある。 
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平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度

総  額 13,201,992 15,090,198 13,339,781 11,574,151 11,630,112

比較増減 △12.5% 13.1% 15.3% △0.5% △12.3%

総  額 13,035,394 14,956,125 13,136,074 11,485,319 11,567,080

比較増減 △12.8% 13.9% 14.4% △0.7% △11.9%

区　　　　分

歳入

歳出

第７ 決算の概要 

 １ 一般会計 

⑴ 決算の状況 

平成28年度一般会計決算額は、下表のとおり歳入総額13,201,992千円､歳出総額

13,035,394千円で､前年度と比較すると歳入で12.5%､歳出で12.8%それぞれ減少し

た。                     

                             （単位：千円）  

  

 

 

 

 

 

歳入では、 町税が 5,622,831千円で前 年度と比較 して 234,544千円

（4.4％）、使用料及び手数料が764,556千円で同49,739千円（7.0％）、繰

入金が786,663千円で同189,166千円（31.7%）増加、地方消費税交付金が

580,164千円で同44,453千円（7.1％）、地方交付税が1,603,799千円で同

344,489千円（17.7％）、分担金及び負担金が9,599千円で同33,503千円

（77.7％）、国庫支出金が1,309,229千円で同578,528千円（30.6％）、繰越

金が104,539千円で同69,169千円（39.8％）、町債が1,253,700千円で同

1,215,930千円（49.2％）減少している。 

 歳出では、民生費が4,765,699千円で前年度と比較して233,658千円

（5.2％）、衛生費が1,471,834千円で同154,837千円(11.8％)増加、総務費

が1,555,758千円で同397,380千円（20.3％）、土木費が1,449,673千円で同

101,854千円（6.6％）、消防費が729,245千円で同445,983千円(37.9％)、教

育費が1,301,451千円で同1,260,915千円(49.2％)、公債費が1,447,692千円

で同99,464千円（6.4％）減少している。 
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歳入歳出決算状況は、次表のとおりである。  

                              （単位：千円）

  ※表中､経常収支比率､実質公債費比率、公債費及び町債現在高については、普通会計を基準として 

算出した数値である。 

 

 実質収支は、50,849千円の黒字、前年度の実質収支との差額（単年度収

支）は、7,686千円の赤字となった。財政調整基金より246,895千円を取崩し、

同基金に592千円を積み立てたことから、単年度収支から実質的な黒字及び

赤字の要素を控除した実質単年度収支は、253,988千円の赤字となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　　　　分  平成２８年度  平成２７年度  平成２６年度  平成２５年度  平成２４年度

　 歳入総額 13,201,992 15,090,198 13,339,781 11,574,151 11,630,112

　 歳出総額 13,035,394 14,956,125 13,136,074 11,485,319 11,567,080

　 歳入歳出差引額 166,598 134,073 203,708 88,832 63,032

 翌年度に繰り越すべき財源 115,749 75,539 151,495 56,234 14,068

　 実質収支額 50,849 58,534 52,213 32,598 48,964

　 単年度収支額 △ 7,686 6,321 19,615 △ 16,366 △ 5,458

　 経常収支比率 98.1% 92.0% 93.6% 88.8% 90.1%

　 実質公債費比率
   （3ヵ年平均）

13.5% 14.1% 14.0% 14.1% 13.9%

　 公債費 1,447,692 1,463,526 1,577,480 1,617,704 1,687,162

　 町債現在高 15,473,440 15,513,869 14,417,856 14,395,495 14,883,076
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予算現額(A) 決算額(B) 構成比 予算比較(B)-(A) 決算額(C) 構成比 金額(B)－(C) 率
千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 ％

町税 5,614,652 5,622,831 42.6 8,179 5,388,287 35.7 234,544 4.4

地方譲与税 89,736 89,736 0.7 0 90,848 0.6 △ 1,112 △ 1.2

利子割交付金 9,724 9,724 0.1 0 15,801 0.1 △ 6,077 △ 38.5

配当割交付金 31,620 31,620 0.2 0 47,001 0.3 △ 15,381 △ 32.7

株式譲渡所得割
交付金

18,574 18,574 0.1 0 45,601 0.3 △ 27,027 △ 59.3

地方消費税交付
金

580,164 580,164 4.4 0 624,617 4.1 △ 44,453 △ 7.1

自動車取得税交
付金

28,970 28,970 0.2 0 26,711 0.2 2,259 8.5

国有提供施設等所在

市町村助成交付金 75,577 75,577 0.6 0 77,491 0.5 △ 1,914 △ 2.5

地方特例交付金 31,279 31,279 0.2 0 31,537 0.2 △ 258 △ 0.8

地方交付税 1,603,799 1,603,799 12.1 0 1,948,288 12.9 △ 344,489 △ 17.7

交通安全対策特
別交付金

3,666 3,666 0.0 0 3,759 0.0 △ 93 △ 2.5

分担金及び負担
金

9,596 9,599 0.1 3 43,102 0.3 △ 33,503 △ 77.7

使用料及び手数
料

763,612 764,556 5.8 944 714,817 4.7 49,739 7.0

国庫支出金 1,548,227 1,309,229 9.9 △ 238,998 1,887,757 12.5 △ 578,528 △ 30.6

府支出金 741,901 740,983 5.6 △ 918 754,885 5.0 △ 13,903 △ 1.8

財産収入 15,127 15,133 0.1 6 10,371 0.1 4,763 45.9

寄附金 10,650 10,650 0.1 0 20,194 0.1 △ 9,544 △ 47.3

繰入金 786,660 786,663 6.0 3 597,496 4.0 189,166 31.7

繰越金 104,539 104,539 0.8 0 173,708 1.2 △ 69,169 △ 39.8

諸収入 111,215 111,001 0.8 △ 214 118,297 0.8 △ 7,296 △ 6.2

町債 1,977,800 1,253,700 9.5 △ 724,100 2,469,630 16.4 △ 1,215,930 △ 49.2

 計 14,157,088 13,201,992 100.0 △ 955,096 15,090,198 100.0 △ 1,888,206 △ 12.5

区　　分
平成２８年度 平成２７年度 対前年度増減

⑵ 歳入 

決算状況は次表のとおりである。 

 

歳入全体の収入率は、予算現額14,157,088千円に対し93.3％となってお

り、前年度の96.5％より3.2ポイント下降している。 
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調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額 徴収率

2,370,010 2,360,173 99.6 36,404 10,625 29.2 2,406,414 2,370,798 98.5

(2,263,143) (2,252,236) (99.5) (44,030) (14,510) (33.0) (2,307,173) (2,266,746) (98.2)

404,850 403,848 99.8 5,314 732 13.8 410,165 404,580 98.6

(397,323) (395,071) (99.4) (4,092) (759) (18.6) (401,416) (395,830) (98.6)

固定資産税 2,306,884 2,295,791 99.5 35,848 13,085 36.5 2,342,733 2,308,876 98.6

(純固定資産税） (2,206,571) (2,196,069) (99.5) (39,915) (12,453) (31.2) (2,246,487) (2,208,522) (98.3)

固定資産税 8,325 8,325 100.0 0 0 - 8,325 8,325 100.0

(交付金） (8,657) (8,657) (100.0) (0) (0) - (8,657) (8,657) (100.0)

59,075 58,242 98.6 1,854 398 21.4 60,930 58,640 96.2

(49,419) (48,892) (98.9) (2,450) (695) (28.4) (51,870) (49,587) (95.6)

101,357 101,357 100.0 0 0 - 101,357 101,357 100.0

(102,248) (102,248) (100.0) (0) (0) - (102,248) (102,248) (100.0)

370,434 368,509 99.5 5,413 1,747 32.3 375,847 370,256 98.5

(356,230) (354,404) (99.5) (6,220) (2,292) (36.8) (362,450) (356,696) (98.4)

5,620,935 5,596,245 99.6 84,834 26,586 31.3 5,705,769 5,622,831 98.5

(5,383,593) (5,357,577) (99.5) (96,708) (30,710) (31.8) (5,480,300) (5,388,287) (98.3)

軽自動車税

町たばこ税

都市計画税

合　　計

現年課税分
区　　分

滞納繰越分 計

 町民税
（個人）

 町民税
（法人）

 ア 町税 

決算状況は次表のとおりである。 

                 （ ）内は平成２７年度  （単位:千円･％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 町税全体の決算状況を見ると、予算現額5,614,652千円に対し、調定額

5,705,769千円、収入済額5,622,831千円､不納欠損額6,997千円､収入未済

額76,693千円となっている。収入済額は、現年課税分5,596,245千円と滞

納繰越分 26,586千円とを合わせ、5,622,831千円で、前年度決算額

5,388,287千円に対し234,544千円(4.4％)増加している。現年課税分は、

調定額5,620,935千円に対し、収入済額は5,596,245千円で、前年度と比較

して、調定額が237,342千円（4.4％）、収入済額が238,667千円（4.5％）

それぞれ増加している。滞納繰越分は、調定額84,834千円に対し、収入済

額は26,586千円で、前年度と比較して、調定額が11,873千円（12.3％）、

収入済額が4,123千円（13.4％）それぞれ減少している。 

徴収率は、現年課税分が、前年度に対し0.1ポイント上昇し99.6％、滞

納繰越分が、同0.5ポイント下降し31.3％、全体では、同0.2ポイント上昇

し98.5％となっている。 

税目別に収入状況を見ると、個人町民税が、2,370,798千円で前年度に

比較して104,052千円（4.6％）、法人町民税が、404,580千円で同8,750千

円（2.2％）、固定資産税が、2,317,201千円で同100,021千円(4.5％）増

加している。 
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 イ その他 

 町税に次いで重要な一般財源である地方交付税は、普通交付税、特別交

付税を併せ総額1,603,799千円で､前年度と比較して344,489千円(17.7％)

の減少となっている。 

 地方消費税交付金は、総額580,164千円で、前年度と比較して44,453千

円（7.1％）の減少となっている。 

 分担金及び負担金は、総額9,599千円で、山田集会所新築等工事分担金

（40,580千円）が皆減したこと等から、前年度と比較して33,503千円

（77.7％）の減少となっている。 

 使用料及び手数料は、総額764,556千円で、前年度と比較して49,739千

円（7.0％）の増加となっている。 

国庫支出金は、総額1,309,229千円で、消防庁舎建替事業に対する防衛

施設周辺民生安定施設整備事業補助金及び精華中学校校舎改築等事業に対

する国庫補助金が皆減したこと等から、前年度と比較して578,528千円

（30.6％）の減少となっている。 

繰入金は、総額786,663千円で、財政調整基金繰入金（246,895千円）の

皆増等により前年度と比較して189,166千円（31.7％）の増加となってい

る。 

 繰 越 金 は 、 総 額 104,539 千 円 で 、 前 年 度 と 比 較 し て 69,169 千 円

（39.8％）の減少となっている。 

 町債は、総額1,253,700千円で、精華中学校校舎改築等事業、消防庁舎

建替事業完了に伴う町債の減少等により、前年度と比較して1,215,930千

円（49.2％）の減少となっている。 
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予算現額(A) 決算額(B) 構成比 予算比較(A)-(B) 決算額(C) 構成比 金額(B)－(C) 率
千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 ％

 議会費 132,577 132,188 1.0 389 137,850 0.9 △ 5,662 △ 4.1

 総務費 1,595,475 1,555,758 11.9 39,717 1,953,139 13.1 △ 397,380 △ 20.3

 民生費 4,872,713 4,765,699 36.6 107,014 4,532,041 30.3 233,658 5.2

 衛生費 1,984,524 1,471,834 11.3 512,690 1,316,997 8.8 154,837 11.8

 農林水産業費 90,267 89,960 0.7 307 77,494 0.5 12,466 16.1

 商工費 96,012 91,894 0.7 4,118 102,326 0.7 △ 10,431 △ 10.2

 土木費 1,587,271 1,449,673 11.1 137,599 1,551,527 10.4 △ 101,854 △ 6.6

 消防費 729,417 729,245 5.6 172 1,175,228 7.9 △ 445,983 △ 37.9

 教育費 1,601,140 1,301,451 10.0 299,689 2,562,367 17.1 △ 1,260,915 △ 49.2

 災害復旧費 0 0 0.0 0 0 0.0 0 ‐

 公債費 1,447,692 1,447,692 11.1 0 1,547,156 10.3 △ 99,464 △ 6.4

 諸支出金 0 0 0.0 0 0 0.0 0 ‐

 予備費 20,000 0 0.0 20,000 0 0.0 0 　　　　-

 計 14,157,088 13,035,394 100.0 1,121,694 14,956,125 100.0 △ 1,920,731 △ 12.8

区　　分
平成２８年度 対前年度増減平成２７年度

⑶ 歳出 

    決算状況は次表のとおりである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出全体の執行率は、予算現額14,157,088千円に対し92.1％となっており、

前年度の95.6％より3.5ポイント下降している。    

 款別に見ると、総務費が、退職手当組合負担金などによる増加の一方、集

会所建設事業費、財政調整基金積立金の減少等により、前年度と比較して

397,380千円(20.3％)の減少、民生費が、地域福祉センター長寿命化事業、

自立支援給付事業費、国民健康保険事業特別会計及び介護保険事業特別会計

への繰出金、後期高齢者医療費負担金の増加などにより、同233,658千円

（5.2％）の増加、衛生費が、新クリーンセンター建設負担金（713,470千

円）の増加などにより、同154,837千円（11.8％）の増加、土木費が、道路

改良事業費、狛田駅東特定土地区画整理事業費の減少などにより、同

101,854千円（6.6％）の減少、消防費が、消防庁舎建替事業費の減少などに

より同445,983千円(37.9％)の減少、教育費が、精華中学校校舎改築等事業

費、精北小学校太陽光発電設備整備事業費の皆減などにより1,260,915千円

(49.2％)の減少となっている。公債費は、前年度と比較して99,464千円

（6.4％）の減少となっている。  
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資 料  

◎ 平成２８年度の各科目（款）における主な普通建設事業  

    （単位：千円） 

区 分 事    業    名    称 事 業 費 

民生費 地域福祉センター長寿命化事業 126,063 

 人権センター交流会館耐震改修事業 22,914 

衛生費    新クリーンセンター建設負担金 713,470 

消防費 消防車両更新事業 29,875 

教育費 体育施設等運営事業 26,878 

※事業費については普通建設事業費分である。 

 

◎ 性質別歳出内訳表 

                            （単位：千円）

 ※本表は、普通会計を基準とした数値に基づくものである。 

決算額 構成比(％) 決算額 構成比(％)

 人件費 2,464,713 19.5 2,393,553 16.5

 物件費 2,095,130 16.6 2,118,031 14.6

 維持補修費 73,255 0.6 53,850 0.4

 扶助費 2,324,982 18.4 2,179,323 15.0

 補助費等 631,649 5.0 755,352 5.2

 小計 7,589,729 60.1 7,500,109 51.7

 普通建設事業費 1,879,671 14.9 3,488,821 24.0

 災害復旧事業費 ― ― ― ―

 失業対策事業費 ― ― ― ―

 小計 1,879,671 14.9 3,488,821 24.0

 公債費 1,447,692 11.5 1,463,526 10.1

 積立金 86,408 0.7 431,157 3.0

 投資及び出資金・貸付金 925 0.0 1,460 0.0

 繰出金 1,628,289 12.9 1,625,360 11.2

 小計 3,163,314 25.0 3,521,503 24.3

12,632,714 100.0 14,510,433 100.0

投資的
経　費

その他
の経費

合　　　　　　計

平成２８年度 平成２７年度

消費的
経　費

区　　　　　　分
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 ２ 特別会計 

⑴ 国民健康保険事業特別会計 

   決算状況等は、次のとおりである。 

   （被保険世帯数及び被保険者数は月別年度平均数）  （単位：千円） 

    

 決算額は、歳入3,757,505千円、歳出3,703,037千円で、前年度と比較して

歳入で43,417千円（1.1％）の減少、歳出で51,490千円(1.4％)の減少となっ

た。歳入歳出差引額は 54,468千円の黒字となり、前年度繰越額46,395千円

を考慮すると実質単年度収支額は8,084千円の黒字となっている。 

 区　　　　　分 平成２８年度 平成２７年度 増減 増減率（％）

 歳入総額 3,757,505 3,800,922 △ 43,417 △ 1.1

 歳出総額 3,703,037 3,754,527 △ 51,490 △ 1.4

 歳入歳出差引額（A) 54,468 46,395 8,073 17.4

 前年度繰越額（B) 46,395 44,358 2,038 4.6

 財政調整基金取崩額（C) 0 0 0 -

 財政調整基金積立金（D) 12 0 12 -

 繰入充用額 0 0 0 -

 繰上充用額 0 0 0 -

 実質単年度収支額
       （A-B-C+D)

8,084 2,038 6,047 296.7

 被保険世帯数 4,285世帯 4,331世帯 △46世帯 △ 1.1

 被保険者数 7,374人 7,536人 △162人 △ 2.1
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 国民健康保険税徴収状況 

 (医療給付費分)     

  （ ）内はうち退職者               （単位：千円） 

 

(介護納付金分)        

  （ ）内はうち退職者                  （単位：千円） 

 

 (後期高齢者支援金分)         

  （ ）内はうち退職者                  （単位：千円） 

調定額 収入額 徴収率(％) 調定額 収入額 徴収率(％)

529,401 511,351 96.6 535,619 518,843 96.9

(15,915) (15,238) (95.7) (26,918) (26,128) (97.1)

3,247 3,121 96.1 1,591 1,155 72.6

(10) (10) (100.0) (239) (220) (92.0)

67,802 15,124 22.3 81,258 21,493 26.5

(2,378) (482) (20.3) (2,466) (745) (30.2)

600,449 529,596 88.2 618,469 541,491 87.6

(18,303) (15,730) (85.9) (29,622) (27,093) (91.5)

現年
度分

過年
度分

滞納
繰越
分

計

区分
平成２８度 平成２７度

調定額 収入額 徴収率(％) 調定額 収入額 徴収率(％)

169,346 163,550 96.6 170,225 164,830 96.8

(5,061) (4,846) (95.7) (8,555) (8,302) (97.0)

1,035 995 96.2 499 362 72.6

(3) (3) (100.0) (76) (70) (92.1)

18,345 4,194 22.9 20,782 5,985 28.8

(478) (149) (31.2) (426) (198) (46.5)

188,726 168,740 89.4 191,505 171,178 89.4

(5,542) (4,998) (90.2) (9,057) (8,570) (94.6)

現年
度分

過年
度分

滞納
繰越
分

計

区分
平成２８年度 平成２７年度

調定額 収入額 徴収率(％) 調定額 収入額 徴収率(％)

52,305 49,466 94.6 55,565 52,833 95.1

(4,458) (4,275) (95.9) (7,640) (7,441) (97.4)

743 710 95.6 254 180 71.0

(3) (3) (100.0) (10) (6) (54.4)

10,100 2,267 22.4 11,257 2,901 25.8

(447) (112) (25.0) (425) (155) (36.5)

4,908 52,443 1068.4 67,076 55,914 83.4

(4,908) (4,389) (89.4) (8,075) (7,602) (94.1)

平成２７年度

現年
度分

過年
度分

滞納
繰越
分

計

区分
平成２８年度
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 国民健康保険税収入額は、医療給付費分が529,596千円であり、前年度と

比較して11,895千円（2.2％）減少、介護納付金分が52,443千円であり、前

年度と比較して3,471千円（6.2％）減少、後期高齢者支援金分が168,740千

円であり、前年度と比較して2,438千円（1.4 ％）減少した。 

 

国保税、療養諸費及び高額療養費の一般被保険者と退職被保険者との比較   

                   （被保険者数は、月別年度平均数） 

 

 療養給付費及び療養費は、一般被保険者で前年度より531千円増加､退職被

保険者で同33,012千円(38.3％)減少した。また、療養給付費及び療養費と高

額療養費を合わせると2,277,768千円となり、前年度の2,311,964千円より

34,196千円（1.5％）減少している。 

 

⑵ 後期高齢者医療特別会計 

    決算状況は、次のとおりである。              

                       （単位：千円） 

 

 

 

 

 

  

 決算額は、前年度と比較し、歳入が34,650千円（10.1％）、歳出が32,428

千円（9.7％）それぞれ増加した。前年度と比較して、歳入では、後期高齢

者医療保険料が31,457千円（11.7％）、歳出では、後期高齢者医療広域連合

への納付金が31,557千円（9.6％）増加している。 

 一般被保険者  退職被保険者  合計

7,158人 216人 7,374人

現年調定額(過年度分含む) 730,625,513円 25,450,487円 756,076,000円

現年徴収額(過年度分含む) 704,818,392円 24,374,581円 729,192,973円

徴 収 率 96.5％ 95.8％ 96.4％

一人当りの国保税 102,071円 117,826円 102,533円

1,970,175,208円 53,245,773円 2,023,420,981円

245,448,211円 8,898,505円 254,346,716円

2,215,623,419円 62,144,278円 2,277,767,697円療養諸費及び高額療養費計

高 額 療 養 費

区　　　　　　分

被 保 険 者 数

国
保
税

療養給付費及び療養費

区　分 平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度

　歳入総額 378,266 343,615 330,179 313,589 296,273

　歳出総額 366,446 334,018 319,990 304,477 285,054

　差引額 11,819 9,598 10,189 9,112 11,218
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⑶ 介護保険事業特別会計 

    決算状況は、次のとおりである。                

     （単位：千円）

  

 

 

 

  

 決算額は、前年度と比較し、歳入が57,027千円（2.4％）増加、歳出が

7,228千円（0.3％）減少している。 

歳入が増加したのは、前年度に比較して、介護保険料が26,611千円

（4.4％）、国庫負担金が15,962千円（4.3％）、支払基金交付金が13,962

千円(2.3％）､繰越金が21,343千円（101.7％）増加したことなどによる。

一方、歳出が減少したのは、小規模多機能型居宅介護施設（下狛ふれあい

の家）に係る介護基盤緊急整備等特別対策事業補助金（38,611千円）の皆

減などにより、総務費が前年度に比較して41,364千円(40.1％)減少したこ

となどによる。 

 

⑷ 公共下水道事業特別会計 

    決算状況は、次のとおりである。                

      （単位：千円） 

  

 

 

 

 

 

 決算額は、前年度と比較して、歳入が131,841千円（6.2％）、歳出が

131,858千円(6.2％)それぞれ減少している。 

 前年度と比較して､歳入では、国庫支出金が98,210千円(34.5％)、町債が

52,400千円(8.7％)減少している。歳出では、汚水事業費が37,293千円

(3.6％)、雨水事業費が105,124千円(25.5％)減少している。 

 公共下水道の供用開始面積は､既存地区及び開発地区合わせ前年度末現在

774.9ヘクタールから当年度末現在で775.0ヘクタールに拡大し、水洗化人口

は、前年度末現在35,392人から当年度末現在35,704人に増加した。 

 供用面積の拡大に伴い有収水量が増加したこと等により、下水道使用料収

区　分 平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度

　歳入総額 2,385,428 2,328,401 2,185,063 2,055,254 1,961,010

　歳出総額 2,278,848 2,286,076 2,164,080 2,029,079 1,899,822

　差引額 106,580 42,325 20,982 26,175 61,188

区　分 平成２８年度 平成２７年度 平成２６年度 平成２５年度 平成２４年度

歳入総額 1,997,621 2,129,462 1,747,355 1,403,777 1,583,439

歳出総額 1,997,052 2,128,911 1,747,210 1,403,645 1,583,339

繰越すべき財源 480 500 100 100 100

差引額 89 52 45 32 0
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入（現年分）は前年度452,255千円と比較して6,770千円（1.5％）増の

459,024千円となった。 

 

 

 ３ 基金の運用状況（用品調達基金） 

   本基金は、用品の集中購入を実施することにより、用品の取得及び管理に関

する事務を円滑かつ効率的に行うことを目的として、昭和59年4月に設けられ

たもので、基金の総額は3,500千円である。 

当年度の運用状況は以下のとおりである。 

        （単位：円） 

 

     

 

 

 

 

 

 

   当年度において、使用できなくなった封筒（418千円分）を廃棄処分してお

り、一般会計からの繰入金で補てんしている。使用予定数を精査の上、計画

的な発注が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増加 減少

用品 Ａ 509,921 3,581,283 3,868,390 222,814

現金 Ｂ 1,870,114 4,639,861 3,608,034 2,901,941

未払金 Ｃ 0 0 0 0

未収金 Ｄ 1,119,965 375,245 1,119,965 375,245

3,500,000 - - 3,500,000

※用品欄の増加は購入額を、減少は払出原価を示す。

基金
Ａ+Ｂ-Ｃ+Ｄ

前年度末残高区分
運用額

当年度末現在高


